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厚生労働省健康局結核感染症課長  

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第12条第1項  

及び第14条第2項に基づく届出の基準等の一部改正に一っいて   

インフルエンザ（H5Nl）を指定感染症として定める等の政令（平成18年政令第  

208号）が平成18年6月2日公布され、同月12日に施行されることに伴い「感染  
症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第12条第1項及び第14条第2  

項に基づく届出の基準等について」（平成18年3月8日健感発第0308001号）の  

一部を下記のとおり改正し、同日から適用する。  

記  

別紙中「第12条第4項」を「第12条第1項」に改め、同別紙に次のように加える。  

第七 指定感染症  

1 インフルエンザ（H5Nl）   

（1）定義  

A／H5Nl型インフルエンザウイルスのヒトヘの感染症である。   

（2）臨床的特徴  

潜伏期間は概ね2～8日である。症例の初期症状の多くか、高熱と急性呼吸器  

症状を主とするインフルエンザ様疾患の症状を呈する。下気道症状は早期に発現  

し、呼吸窮迫、頻呼吸、呼吸時の異常音が串く認められ、臨床的に明らかな肺炎  

が多く見られる。  

呼吸不全が進行した例ではぴまん性のスリガラス様陰影が両肺に認められ、急  

性窮迫性呼吸症候群（ARDS）の臨床症状を呈する。  
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死亡例は発症から平均9～10日（範囲6～30日）目に発生し、進行性の呼   

吸不全による死亡が多く見られる。  

（3）届出基準   

ア 患者（確定例）  

医師は、（2）の臨床的特徴を有する者のうち、38℃以上の発熱及び急性  

呼吸器症状のある者を診察した結果、症状や所見からインフルエンザ（H5N   

l）が疑われ、かつ、次の表の左欄に掲げる検査方法により、インフルエンザ  

（H5Nl）と診断した場合には、インフルエンザ（H5Nl）を指定感染症  

として定める等の政令（平成18年政令第208号）第2条において準用する  

法第12条第1項の規定による届出を直ちに行わなければならない。  

この場合において、検査材料は、同欄に掲げる検査方法の区分ごとに、それ  

ぞれ同表の右欄に定めるもののいずれかを用いること。  

検査方法   検査材料   

検体から直接のPCR法による病原体の遺伝子の検出  咽頭拭い液、肺胞洗浄液、  
剖検材料、鼻腔吸引液、  

分離・同定による病原体の検出   鼻腔拭い液  

イ 疑似症患者  

医師は、（2）の臨床的特徴を有する者のうち、380c以上の発熱及び急性   

呼吸器症状のある者を診察した結果、症状や所見からインフルエンザくH5N  

l）が疑われ、かつ、次の表の左欄に掲げる検査方法により、H5亜型が検出   

された場合には、疑似症患者としてインフルエンザくH5Nl）を指定感染症   

として定める等の政令第2条において準用する法第12条第1項の規定によ   

る届出を直ちに行わなければならない  

この場合において、検査材料は、同欄に掲げる検査方法の区分ごとに、それ   

ぞれ同表の右欄に定めるもののいずれかを用いること。  

検査方法   検査材料   

検体から直接のPCR法による病原体の遺伝子の検出  咽頭拭い液、肺胞洗浄液、  

剖検材料、鼻腔吸引液、  
鼻腔拭い液   

ウ 感染症死亡者の死体   

医師は、（2）の臨床的特徴を有する死体を検案した結果、症状や所見から、   

インフルエンザ（H5Nl）を疑われ、かつ、次の表の左欄に掲げる検査方法  
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により、インフルエンザ（H5Nl）により死亡したと判断した場合には、イ  

ンフルエンザ（H5Nl）を指定感染症として定める等の政令第2条において  

準用する法第12条第1項の規定による届出を直ちに行わなければならない。   

この場合において、検査材料は、同欄に掲げる検査方法の区分ごとに、それ  

ぞれ同表の右欄に定めるもののいずれかを用いること。  

検査方法   検査材料 

検体から直接のPCR法による病原体の遺伝子の検出  咽頭拭い液、肺胞洗浄液、  

剖検材料、鼻腔吸引液、  
分離・同定による病原体の検出   鼻腔拭い液  

エ 感染症死亡疑い者の死体   

医師は、（2）の臨床的特徴を有する死体を検案した結果、症状や所見から、   

インフルエンザ（H5Nl）により死亡したと疑われる場合には、インフルエ   

ンザ（H5Nl）を指定感染症として定める等の政令第2条において準用する   

法第12条第1項の規定による届出を直ちに行わなければならない。  

（4）注意事項  

インフルエンザ（H5Nl）については、第5 四類感染症10高病原性   

鳥インフルエンザの基準に従い、法第12条第1項の規定による届出を行わな   

ければならない。この場合においては、法第12条第1項の規定による届出と   

インフルエンザ（H5Nl）を指定感染症として定める等の政令第2条におい   

て準用する法第12条第1項の規定による届出とを併せて、別記様式57の2   

により行うものとする。   

別記様式1から別記様式57までの様式中「自書」を「署名」に改め、同様式の次に  

次の一様式を加える。  
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別記様式57の2  

高 病 原 性 鳥 イ ン フ ル エ ン ザ 発 生 届  

イ ン フ ル エ ン ザ（H 5 Nl） 発 生 届  

都道府県知事（保健所設置市■特別区長） 殿  

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第12条第1項（同条第4項において準用する場合を含  

む。）（インフルエンザ（H5Nl）を指定感染症として定める等の政令第2条において準用する場合を含む。）の規定  
により、高病原性鳥インフルエンザ発生届とインフルエンザ（H5Nl）発生届を併せて以下のとおり届け出る。  

報告年月日 平鹿  年 ＋月  日  
医師の氏名  叫  

（署名又は記名押印のこと）   

従事する病院・診療所の名称  

上記病院・診療所の所在地（※）  

電話番号（※）  （  ‘）  

（※病院・診療所に従事していない医師にあっては、その住所・電話番号を記載）  

・発熱・咳・咳以外の急性呼吸器症状・下痢  18 感染原因・感染経路・感染地域  

皿   ・重篤な肺炎・多臓器不全  
①感染原因・慈染経路（確定・推定）   

・その他（  
1飛沫・飛沫核感染（感染源の種類・状況：  

症  

・なし  
2接触感染（接触した人・物の種類・状況：  

状  

3鳥（鶏、あひる、七面鳥、うずら等）からの感染（鳥の種   

弘  
・検休から直接のPCR法による病原体遺伝子の検出  頬・状況：  

己夢  検体（  ）  

）  

断   H亜型：H5   N亜型：（   ）   

4 その他（  ）  

方  

法  ・分離・同定による病原体の検出  
②感染地域（確定・推定）  

検体（   

1日本国内（都道府県 
）  

市区町村）  

HN亜型：H5Nl   
2国外（ 国  

詳細地域  
）  

19その他感染症のまん延の防止及び当該者の医療のため  
13 初診年月日  平成 年 月  日    に医師が必要と認める事項   

14 診断（検案（※））年月日   平成 年 月  日  

15 感染したと推定される年月日 平成 年 月  日   

16 発病年月日（＊）  平成 年 月  日   

17 死亡年月日（※）  平成 年 月  日   

（1．3．11．12．18欄は該当する番号等を○で囲み、4∴5，13から17欄は年齢、年月日を記入すること。   

こ
の
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出
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断
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て
く
だ
さ
い
 
 
 

（※）欄は、死亡者を検案した場合のみ記入すること。（＊）欄は、患者（確定例）を診断した場合のみ記入すること。  

＝．12欄は、該当するものすべてを記載すること。）  

－4－  




